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研究ノート

アメリカのNo Child Left Behind 法の定着過程
における州政府の反発とその論理
－2005 年 NCSL報告書を中心に

加藤　美穂子

▼ 要　約
　アメリカの分権的な州＝連邦システムでは，中央集権化傾向に対する抑制力となる対抗的な実力
が州・地方政府の側に備わっており，連邦政府の側にも，アメリカ社会に本来的に内蔵される分権
システムを尊重する意思が堅固に存在する。
　本稿では，初等中等教育の分野における中央集権化の事例とされるブッシュ（子）共和党政権に
よるNo Child Left Behind Act of 2001 を対象に，州・地方の対抗力を典型的に表現する資料と
して 2005 年にNational Conference of State Legislatures（州議会議員の全米組織）が発表
した報告書を取り上げ，そこで示された具体的な州側の提言の背後にあるアメリカの州＝連邦関係
の分権システムにおける基本理念を検討する。
　具体的には，同報告書はその第 1章「教育改革に関する連邦政府の役割」において，合衆国憲法
等の法的観点から，教育政策に関する州政府の権限と，NCLB法における連邦政府からの義務付
けの拡大とその運用の問題点を挙げている。同報告書で述べられる基本的な憲法論や州権を尊重す
る論理は，多種多様な州と地域から成るアメリカの連邦システムの礎をなすものであり，それぞれ
の州と地域の多様性を可能としながらも一つの国としてまとまるための基盤と考えられる。

▼ キーワード
アメリカ　連邦補助金　NCLB
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1．分析視角と問題意識

　本稿で取り上げるのは，2005 年に National Conference of State Legislatures（州議会

議員の全米組織，以下ではNCSL と略記）が発表した Task Force on No Child Left Be-

hind, Final Report（以下ではNCSL 報告書と略記）という報告書であり，それは，本来

的に州・地方政府の側に責任と権限があるはずの初等中等教育という分野において，2002

年に成立した連邦政府のNo Child Left Behind Act of 2001（Pub．L．107‒110，以下では

NCLB法と略記）によって集権的な方向の改革が進められているとして，州の側から問

題提起と提言を行うためのものであった。ただし，同報告書では，連邦政府のNCLB法

の実施プロセスにおける集権的な側面に対する具体的な是正策を詳細に提言しているが，

本稿では，その具体的な提言の背後にある州＝連邦関係の基本理念に焦点を当ててこの

NCSL 報告書を紹介したい。

　周知のように，NCLB法は，2001 年 1 月 20 日に就任したブッシュ（子）共和党政権が

最重要な政策課題として提案し，同年 12 月に議会を通過して，2002 年 1 月にブッシュ

（子）大統領の署名によって成立した法律であり，連邦初等中等教育法（Elementary and

Secondary Education Act： ESEA）の再授権法である。NCLB法では，従来よりも，教

育成果に対するアカウンタビリティや教員資格などに関して連邦補助金の交付要件を厳格

化したことから，初等中等教育に対する連邦政府の関与を拡大させる中央集権的な改革と

評価されることが多い。たとえばConlan（2011）は，「従来，初等中等教育のカリキュラ

ムや成績基準については州・地方政府レベルがコントロールし，連邦政府の介入はほとん

どなかったので，この改革は連邦政府の影響力を格段に増大させ」るものであり，「教育

政策にかかわる力関係の大きな変化がもたらされた」として，同法がアメリカの初等中等

教育政策史上では強い中央集権化をもたらすものと位置づけている（1）。

　たしかにNCLB法は州政府に対して，従来のアメリカの初等中等教育法と比べると，

学習内容などに関する州内統一的な州スタンダードの設定とそれに基づいた学力評価の実

施，学校と学校区の成果評価などについてより厳格な要請をしており，連邦政府の関与の

度合いは大きくなっている。しかし注意すべきは，その州スタンダードや学力評価という

のは，連邦政府が全国統一的に実施するものではなく，それらの具体的な内容については

それぞれの州政府に任せるものであった。また，NCLB法には州政府の政策運営の裁量

性を高めるためのイニシアティブやウェイバーも設けられていた。

　さらに後述のように，同大統領は，就任の 3日後にはNCLB法案についての声明を発
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表しているが，その中では，アメリカの州＝連邦関係における分権的な基本構造を侵害し

ない形で教育改革の枠組みを形成することを明確に述べており，また，同法案の審議過程

の議会公聴会においても，その点は継承されていた。

　しかし，NCLB法の成立後に連邦教育省による施行過程が始まると，同法による教育

改革の要となるアカウンタビリティ・システム構築などについて，2002 年及び 2003 年に

連邦教育省の側から強力な働きかけがあり，それに対する州・地方政府の側からの反発や

批判が強まっていった。そこで 2004 年頃からは，連邦教育省と各州政府の間で交渉の着

地点を模索する作業が進められた。その作業が進められている 2005 年というタイミング

でNCSL 報告書が発表されたのは，アメリカの州＝連邦関係の基本的な理念を再確認し，

その基本理念の上に，州政府の側から連邦教育省に要求する具体的な改善点を位置付ける

ことで，両者の交渉にとって不可欠な基準となるポイントを提示するためと考えられる。

　アメリカ社会の全体で分権的な仕組みに対するコンセンサスが歴史的に形成され，共有

されているのであり，それを大前提としたうえで，集権化を要する政策を制度的に定着さ

せるポイントを模索するという過程がある。それは，分権的な基本構造と中央集権化傾向

の妥協点の模索というよりは，集権化を要請する社会的要因に対して，アメリカ的分権シ

ステムが対応する仕組みを模索しているとみる方が妥当であろう。

　さらに，アメリカの分権システムの重要な要因は，第 1に中央集権化傾向に対する抑制

力となる対抗的な実力が州・地方政府の側に備わっていることであり，第 2に中央集権化

傾向の担い手である中央政府（連邦政府）の側にも，アメリカ社会に本来的に内蔵される

分権システムを尊重する意思が堅固に存在することである。

　本研究の目的は，初等中等教育の分野における中央集権化の典型事例とされるブッシュ

（子）共和党政権によるNCLB法を対象に，上述の第 1要因である州・地方の対抗力の実

態を明らかにすることであり，その一環として本稿では，州・地方側の対抗力を典型的に

表現する資料として 2005 年 NCSL 報告書を検討する。ただしその検討の前提として，連

邦政府の側の第 2要因を表現する資料もみておきたい。そして，本稿で検討した州政府と

連邦政府の分権的な基本理念に沿った形で，ブッシュ（子）共和党政権の中盤以降には，

連邦政府の側がNCLB法の運用の柔軟性を高めていくことになるが，その詳細について

は次の課題としたい（2）。
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2．NCLB法のアカウンタビリティ規定と州＝連邦関係

（1）　NCLB法におけるアカウンタビリティの枠組み

　アメリカでは，初等中等教育は州・地方政府の役割とされ，連邦政府は連邦補助金を通

じて間接的に関与する位置にある。しかし，グローバル化や IT革命の中で，アメリカの

国際競争力の基盤となるべき学力の向上を課題とする教育改革への機運が高まり，1990

年代には，それぞれの州において教育改革が模索され，そして 2000 年代の初頭には，ブ

ッシュ（子）共和党政権の下でその教育改革を推進するためにNCLB法が成立した。

　NCLB法では州や地方の教育現場に教育成果に対するアカウンタビリティを厳格に求

めたことから，同法に対しては「集権的」という評価がなされることも多い。後にみるよ

うに，州・地方政府側からのNCLB法への強い反発を招いたのは，アカウンタビリティ

に関する要件であった。そこで，NCLB法を特徴付けるアカウンタビリティに関する主

要規定をみておこう（3）。

　第 1に，読解（reading）と数学と科学について，州政府が，学習内容と到達すべき学

力に関する州スタンダードを設定し，州内の全ての学校と生徒に同じ州スタンダードを適

用することである（4）。

　第 2に，上記の州スタンダードに基づいて生徒の学力到達度を確認するために，州政府

が，州内統一の州学力評価試験を実施することである（5）。州学力評価試験は，まず読解と

数学については，第 3～8学年の全生徒には毎年実施し，第 10～12 学年の生徒にはこの 3

年の間に最低 1回実施することとされた。科学については，第 3～5学年，第 6～9学年，

第 10～12 学年のそれぞれの間に 1回の試験を行うこととされた。

　第 3に，州学力評価試験の結果に基づいて，全ての学校と学校区の成果評価を行うこと

である（6）。各年度に学校と学校区が達成すべき成果目標として年次学力進捗目標（Ade-

quate Yearly Progress：以下ではAYPと略記）を設定しなければならないとした。

　第 4は，各学校と学校区の成果評価の結果などに関する実績報告書（report card）を

公表することである（7）。

　第 5は（8），低成果の学校や学校区への支援（教員への専門訓練，学校選択，補習教育サ

ービス等）（9）と是正措置（学校教職員の交代，新カリキュラム，外部専門家の登用，授業

日数の増加，学校の内部組織の改変など）（10），学校再編である（11）。
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（2）　ブッシュ（子）大統領の声明（2001 年 1 月 23 日）

　ブッシュ（子）大統領は 2001 年 1 月 20 日に就任してその 3日後に，教育改革に関する

声明を発している（12）。そこでは，次の 4点が提示された。

　第 1は，第 3～8学年の生徒に読解と数学の学力評価試験を毎年実施することである。

ただしその試験とは，連邦政府による全米統一試験では決してなく，教育に関する地方自

治と州政府のカリキュラムに基づくものであると明言されている。その上で，Left Be-

hind されそうな生徒を早期に発見するために，すべての生徒の学力を把握するための試

験を毎年実施することを州政府に求めたのである。すなわち，カリキュラムなどの教育政

策の本質部分は従来どおり州・地方政府の権限であることを前提とした上で，学力評価試

験の実施方法の面で，対象となる学年と科目と実施頻度についてボトムラインを求めると

いうスタンスである。

　第 2に，教育改革における州政府の側の柔軟な遂行を重視している。同大統領は，「教

育改革の担い手は官僚組織ではなく，学校や学校区（という教育現場：引用者）」であり，

「教師や校長や州・地方政府のリーダーが，改革を成功させる責任と創意工夫のための柔

軟性を有するべき」としている。そして，学校区や教育現場を過剰な規則で縛ることの弊

害に言及するのだが，注目すべきはその焦点がアカウンタビリティにあることである。

　（現場の：引用者）学校が改革を行う自由を持たないならば，彼らは改革の失敗に対する

説明責任を持たないことになる。権限とアカウンタビリティは地方レベルで実現すべきであ

る。そうでなければ，（現場の：引用者）学校は，失敗に対して容易に言い訳できることに

なる。

　このように，ブッシュ（子）大統領は，社会の多様性や政策イノベーションといった一

般的な分権の利点のみならず，NCLB法が最重視するアカウンタビリティを強化する観

点から州・地方政府の柔軟性を位置づけている。その上で，「連邦議会で焦点となってい

る地方レベルでの教育支出の柔軟性」について，主要議員達と前向きに議論を重ねている

とするのである。

　第 3は，学習内容等の州スタンダードは，貧困地域の学校等にとっては容易ではないの

で，その達成に向けた必要な支援を行うというものである。

　成績不振の学校あるいは学校区を支援するには，それ（その成績不振の状況：引用者）を
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測定して情報として把握し，支援が必要であることを理解する必要がある。その支援は，学

校あるいは学校区が自己改革するのを支援する形で行われる。

　第 4は，生徒達を劣悪な学校に放置しないことである。そのためにNCLB提案では，

選択肢を親と生徒に提供するとしている。その選択肢とは，いわゆる学校選択を指してい

ると思われる。ただし，具体的な内容については，ブッシュ（子）大統領のNCLB案と

は異なる案も既に提示されており，今後それらとの調整作業がはじまることにも言及され

ているが，「アカウンタビリティ・システムは帰結（成果の出ない学校への対策のこと：

引用者）を備えなければならない」こと自体には意見の相違がないとしている。

　以上のブッシュ（子）大統領の声明では，アカウンタビリティ・システムを通じて明ら

かになる教育成果に関する情報を前提として，学校あるいは学校区の改革努力への支援と

学校選択という仕組みによって教育格差を縮小するというNCLB法案の枠組みを明示す

ると同時に，教育改革の責任と主体性は州・地方の側にあることを確認している。

（3）　連邦議会下院公聴会（Hearing Held in Washington，DC，
March 7，2001）

　ブッシュ（子）共和党政権から提示されたNCLB案を受けて，連邦議会下院は，それ

を初等中等教育法の再授権法の形で立法化するための議論をはじめた。その初期段階にお

いて，連邦議会下院のCommittee on Education and the Workforce は“Leave No Child

Behind”と題した公聴会を 2001 年 3 月 7 日にワシントンDCで開催し（13），連邦教育省の

長官に就任した Paige 氏の証言を求めた。

　同委員会のBoehner 委員長は開会演説において（14），Paige 長官がテキサス州ヒュース

トン学校区で教育長として行った改革の実績から全米のリーダーに選ばれたことに言及し

た上で，ブッシュ（子）共和党政権のNCLB案の中心的な提案内容を確認している。

　ブッシュ（子）共和党政権の教育改革案は 3つの原則に基づいている。第 1は州政府と地

方レベルの学校区に柔軟な形の決定権を与えることであり，第 2は成果を測定するための厳

格なアカウンタビリティ・システムの構築であり，第 3は生徒の親（保護者：引用者）への

荒廃した学校から子供を移動させる選択肢の提供である。
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　すなわち，高い成果につながる教育改革を推進するために，アメリカの各地域の多様な

社会状況に整合的な取り組みができるよう政策運営の柔軟性をそれぞれの州政府や学校区

に与えるのであり，その代わりに，厳格なアカウンタビリティ・システムによって各学校

の成果を測定して，パフォーマンスの悪い学校については「学校選択」の仕組みによる競

争原理を適用する方向で，アメリカ全体の教育改革を推進するという論理構造である。そ

して，そのような改革が要請される根拠について，次のように述べている。

　1990 年以来，Title Ⅰの（貧困児童を対象とする：引用者）連邦教育補助金について 800

億ドル以上も議会で予算承認しているが，学力試験の結果は停滞的であり，巨額の教育財政

支出にもかかわらず，多くの生徒が（1990 年代のクリントン民主党政権下で各州において

制定された：引用者）教育目標に到達できていない。

　そして同委員長は，「多くの生徒が教育目標に到達できていない」という状況について

さらに踏み込んで，「富裕層と貧困層の生徒の間の学力格差や，アングロサクソン系の白

人とマイノリティの格差が（これまでの貧困生徒向けの連邦補助金の投入にもかかわら

ず：引用者）いまだに大きく，場合によっては拡大している」ことを指摘した。そして具

体的に，「今日でも大都市圏のスラム街では第 4学年の 70％が読解の基礎レベルに到達し

ていない」ことに言及した上で，NCLB案の具体的な施策について以下のように続けて

いる。

　この悲劇的な状態を放置できない。ブッシュ（子）共和党政権の提案は，「アメリカの恵

まれない生徒（America’s disadvantaged students）」を支援するという連邦教育支出の本

来的な目的に回帰するものである。同政権は，連邦補助金を交付される公立学校に対して初

めて本当の成果を求めるために，第 3学年から第 8学年の生徒の数学と読解の科目における

学力進捗を測定するための毎年の試験を開発することを州政府と学校区に求める。

　このように教育成果を測定する毎年の試験の結果に基づくアカウンタビリティ・システ

ムがブッシュ（子）共和党政権の改革案の最重要な仕組みとしたうえで，同委員長は，そ

れゆえに，州政府と学校区の側における柔軟な運営が認められるとする。

　生徒のそれぞれ固有のニーズに応じて創意工夫した対策を学校が実施できるように，官僚

主義（的な煩雑な事務手続き：引用者）を削減し，重複するプログラムを整理統合すること

で，生徒のパフォーマンスを改善するためのより大きな柔軟性を州政府と学校区に与える。
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　さらに同委員長は，改善できなかった学校については，学校選択というもう一つの重要

な仕組みを用意されることを指摘するが，同時に，教師の能力の向上や，学校内の安全確

保などが盛り込まれていることにも着目している。

　以上みたように，議会多数派である共和党のBoehner 委員長は，上述のブッシュ（子）

大統領のNCLB案について全面的に支持するスタンスを示している。そしてその際に，

開会演説の冒頭で，ブッシュ提案の 3つの原則の第 1として，「州と地方に柔軟な決定権

を与えること」を掲げているように，教育改革の責任と主体性が州・地方の側にあるとい

うことを当然の原則としている。

　それでは次に，ブッシュ（子）共和党政権の第 1期に連邦教育省長官に任命された

Paige 長官の同公聴会での証言をみていこう（15）。同長官は，ブッシュ（子）共和党政権

の最優先の政策がこの教育改革であり，（政権就任直後の 2001 年 2 月に提案される 2002

年度予算案において：引用者）教育支出が最大の増加率であると強調して，以下のように

続けている。

　第 1に，NCLB案は民主党や共和党やそれ以外の党派も含めてすべての人が，初等中等

教育を強化する目的のために協力できる枠組みである。その目的のためならば，他者の意見

を受け入れる。

　第 2に，NCLB案はこれまでの教育改革の進展を基盤とするものである。ブッシュ（子）

共和党政権は，州政府や学校区に対してこれまでの成果をすべて放棄することを求めるので

はなく，むしろ，これまでの改革をもっと積極的に進めていく。

　すなわち，1990 年代に全米で多様な形で進められたそれぞれの州や学校区における教

育改革を継承するものであり，それらを包み込むような枠組みとしてNCLBが設計され

るということであろう。ただし，同長官は，1990 年代の連邦政策との違いも明確に述べ

ている。

　（クリントン民主党政権下の：引用者）1994 年法は，教育改革の方向性は正しいものであ

ったが，実施面で十分ではなかった。これまでのやり方の欠陥は，連邦補助金の対象となる

べき「恵まれない生徒やマイノリティの生徒（disadvantaged and minority students）」と

「恵まれた生徒（more advantaged peers）」の間の恐るべき学力格差である。

　また，教育者の時間が煩雑な事務手続きに費やされて，生徒の教育成果によって測定され

るべきアカウンタビリティが疎かにされてきた。
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　そして同長官は，そのアカウンタビリティのためのシステムについて，NCLB案では

どのように改善を図るかを具体的に説明している。

　ブッシュ（子）共和党政権の提案の中核は，第 3‒8 学年のすべての生徒に対する読解と数

学の毎年の州政府による試験である。

　（テキサス州ヒューストン学校区の教育長としての：引用者）私の経験から言えば，生徒

や学校の成果評価の手段としてそれに代わるものはない。

　また同長官は，その試験結果のデータを，親や（地域の：引用者）住民や納税者に対し

て連邦補助金の成果に関するアカウンタビリティのために役立てると述べて，以下のよう

に続けている。

　要改善校を特定して，州政府や学校区による改善の施策を支援する。そして改善に失敗し

た学校については，徹底的な教師陣の強化やチャーター・スクール等への再編という包括的

な対策が講じられる。また，生徒には他校への転校の選択肢も与えられる。

　このように，学校再編や学校選択という強い措置も織り込まれたアカウンタビリティ・

システムを強調するのだが，それに加えて，同長官はブッシュ（子）共和党政権の提案に

は，顕著に成果の上がった州政府や学校区には報償があり，逆に失敗した場合には（連邦

補助金の中の：引用者）管理費用に当たる部分を削減するという仕組みがあることも強調

した。そして，このような厳しい成果重視のアカウンタビリティ・システムを成功裏に実

施できるようにするために，NCLB案では，「すべての生徒の成功を支援する手段と政策

運営の柔軟性を，州政府や学校区や現場の教師や親等に対して与える」と説明している。

同長官は，その柔軟性の具体策を次のように紹介している。

　例えば，Title I school‒wide programs（貧困児童を対象とする連邦補助金のTitle I 資金

を学校全体を対象とするプログラムに使用するもの）について，その適用の条件である貧困

生徒の割合を 50％から 40％に引き下げることで，何千もの学校が適用可能になる。

　教育技能向上プロジェクトを他のいくつかのプロジェクトと統合して使用することで，事

務手続きを簡素化できる。他にも同様の統合的運用を可能にする。

　ここで Paige 長官が強調する柔軟性と，連邦議会あるいは州・地方レベルの教育関係者

が求める柔軟性が必ずしも一致していないことが，NCLBの立法化の後の実施過程で問
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題になるのであり，それが，本稿の主たる検討材料であるNCSL 報告書でも取り上げら

れている。また，同長官は，チャーター・スクールに関する規定を緩和することを，

NCLB案による柔軟化規定として述べるが，別の見方をすれば，NCLB案のアカウンタ

ビリティ・システムの要になる成績不良校に対する強い措置（チャーター・スクールの設

置等による学校選択等）を取りやすくするための柔軟化ともいえよう。

　以上みてきたように，ブッシュ（子）共和党政権のNCLB案についての連邦議会公聴

会における共和党議員と連邦教育長官の証言では，NCLB案の政策目的では完全に一致

しているが，政策手段としての連邦補助金の運用面においてニュアンスの違いがみられる。

すなわち，Boehner 委員長も Paige 長官も，その政策目標を達成するために政策運用の柔

軟性の拡大を強調するのであるが，Paige 長官は，毎年の評価試験や未達成校に対する強

い措置を強く要請する厳格なアカウンタビリティ・システムの構築が主であり，それを補

完するものとして柔軟性を位置づけるスタンスが強い。

　このスタンスの違いが，後に詳しく検討するように，NCSL 報告書の指摘につながって

いくと考えられる。すなわち，連邦議会で制定されたNCLB法には各州に対する柔軟な

運用規定が織り込まれたにもかかわらず，当初は連邦教育省が硬直的に運用したので，

1990 年代に全米各地で実施された各州における多様な改革の成果が損なわれ，州レベル

や学校区レベルにおける創意工夫の「実験室」の機能を破壊しているというNCSL 報告

書の主張である。

（4）　ブッシュ（子）大統領のButterfield Junior High School 演説
（2004 年 5 月 11 日）

　NCLB法の成立後，連邦教育省は，同法のアカウンタビリティ・システムに関する要

件を厳格に運用しようとした。たとえば，州政府からなされたNCLB法の要件の緩和要

請を拒否することや，要件を満たさなかった州政府に対する連邦教育補助金の一部留保な

どが行われた。

　このような連邦教育省の運用に対して，州・地方政府の現場からは不満と反発が生じる

ようになり，多くの州政府や学校区による柔軟な運用への要請を集大成するものとして，

次節で検討するNCSL 報告書が出された。ただし実際には，NCSL 報告書の取りまとめ

の作業が進められていた当時，連邦政府の側でも州・地方政府の裁量性を認める方向に運

用を柔軟化していたことから（16），同報告書は各州政府と連邦教育省の交渉の過程で基準
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となるポイントを州政府の側から提示するものと位置づけることができよう。そのNCSL

報告書を検討する前に，その背景となる州＝連邦関係を示す資料として，2004 年 5 月の

ブッシュ（子）大統領の演説を検討しておきたい。

　2004 年 5 月 11 日にブッシュ（子）大統領が訪問したButterfield 中学（Van Buren，

アーカンソー州）は，同月末に終了する学校年度において高い教育スタンダードを実現し

たと評価されていた。同大統領は，NCLB法の政策目的と主たる仕組みを説明したのち

に，アメリカの分権的な州＝連邦関係や地方自治システムとの整合性を以下のように述べ

ている（17）。

　教育に関する地方自治を信奉する。教育成果の明示を求めることと，教師や校長の教育方

法に関する裁量を主張することは矛盾しない。

　連邦政府の官僚は，アーカンソー州Crawford 郡の教育に介入しない。全米の 50 の州政

府がそれぞれの教育の州スタンダードを制定し，アカウンタビリティ・システムを構築し，

試験も連邦政府ではなく，州・地方の側で作成している。

　このようにNCLB法の成立前から一貫したスタンスであり，ブッシュ（子）大統領の

4つの原則は変わっていない。もう一つ興味深い論点は，州・地方政府の側が求める柔軟

な運用の具体的な対象についてである。

　NCLB法は（目的や理念や仕組みの大枠において：引用者）良い法律であり，確固たる

内実を有しているが，たとえ最良の法律であろうとも，いくつかの調整が必要であることも

承知している。それ故に，我々は，（現場の：引用者）学校や教師の意見を聞いて，現実的

な対応を行うのである。特殊条件の生徒（障害を有する生徒を指すと思われる：引用者）に

ついては，その学力向上を測定するのに適したスタンダードを使って判断する，すなわち，

評価スタンダードの柔軟な運用が必要である。また，英語を母語としない生徒についても，

それぞれの学校による（NCLB法の求めるアカウンタビリティ・システムへの算入の：引

用者）作業において，寛大な措置を提供する。（スペイン語が一般的な場合に：引用者）ス

ペイン語を話せない人がいたら，アカウンタビリティ・システムに算入する前に，スペイン

語を学ぶ時間が必要であろう。言葉を学ぶのに一生かかることはないので，アカウンタビリ

ティ・システムの柔軟な運用は必要である。

　これらのアカウンタビリティ・システムにかかわる柔軟性は，後にみるように，NCSL

報告書でも重視される論点である。即ち，NCLB法の成立以降，州・地方から出されて

いた不満がこれらに関することであった。そこでブッシュ（子）共和党政権の側も柔軟に
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対応して，NCLB法の全米的な定着を目指すという意思表明といえる。さらに，NCSL 報

告書のもう一つの論点である教員資格についても以下のように述べている。

　非都市部の学校に対しては教員資格の基準について（NCLB法の規定よりも：引用者）

広い裁量権を与える。「すべての児童が基礎学力を修得し，すべての学校が基礎学力を授け

る」という（NCLB法の：引用者）基本的な目的については妥協することなく，運用につ

いては柔軟に行うのである。

　そしてブッシュ（子）大統領は，州レベルの改革を促進するための連邦補助金の拡充，

すなわち，100 百万ドルの Striving Reading Initiative（英語教育のための教員研修やカリ

キュラム作成の費用への支援）の新設や，120 百万ドルのMathematics and Science

Partnership Programの増加を提案していることを述べるが，それも，後述するように

NCSL 報告書でも重視される財源不足問題への対応策が示されているとみることができる。

そして最後に，それらの連邦政府の側の調整作業も，NCLB法の基本的目的を達成する

ためであるとして，その基本理念を確認している。

　公教育は我が国の将来にとって根本的に重要であり，Butterfield 中学校のような good

school は「希望への入口」（the gateway to hope）である。アメリカ全体で「希望への入

口」が開かれるべきである。これまで何十年も，「すべての児童が基礎学力を修得する機会」

を逃してきたが，（NCLB法によって：引用者）アメリカの公教育改革を実現するために努

力している。

　すなわち，当時，連邦教育省によるNCLB法の厳格な運用に対して全米の各地から反

発や批判が出る中で，この大きな目的を全米で定着させるために修正や調整や補助金拡充

を実施するということを大統領自身が明確に示したと理解できよう。

3．NCSL 報告書（2005 年 2 月）の紹介と意義

　ブッシュ（子）共和党政権の第 1期の後半に高まったNCLB法に対する州・地方レベ

ルからの改善要望をまとめたものとして，2005 年に州議会議員の超党派的な全米組織で

あるNational Conference of State Legislatures（NCSL）が公表した Task Force on No
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Child Left Behind Final Reportと題された報告書（以下，NCSL 報告書と略記）があ

る（18）。この報告書を作成したのは，NCSL が設置した作業部会（Task Force on No

Child Left Behind）であり，それは党派性や教育改革への信念・経験などにおいて多様な

州の政策立案者や教育実務者によって構成され，全米各地で専門家や実務家に対するヒア

リングを実施しながら，各地域で生じているNCLB法の現実的な運用面における問題点

を検討している（19）。

　その論旨は，第 1に，格差解消という教育改革の目的は，州レベルの教育改革において

も従来から目指してきたものであるとして，賛成している。第 2に，その実現のために，

各州の多様な条件に最適な取り組みを可能にする柔軟性が不可欠であり，連邦教育省によ

る画一的な運用は合衆国憲法違反であると同時に，アメリカ連邦システムの強みである

「州の実験室」を損なうとする。そして第 3に，AYPや教員資格などに関する連邦補助金

の交付要件を中心に，具体的な改善の方向性を提示し，第 4に，NCLB法の達成目標を

実現するために，適切な連邦補助金の増額を求めている。

　これらの主張を提示するに当たり，同報告書はその第 1章「教育改革に関する連邦政府

の役割」において，合衆国憲法等の法的観点から，教育政策に関する州政府の権限と，

NCLB法における連邦政府からの義務付けの拡大とその運用の問題点を挙げている。こ

こでのNCSL 側の意図は，NCLB法を合衆国憲法違反として否定することではなく，教

育は州政府に留保された権限という大原則を損なわない形で連邦教育省がNCLB法を運

用することを求めるものといえる。

　以下では，アメリカの州＝連邦関係の分権システムにおける州側の基本論理を，この

NCSL 報告書から検討したい。

（1）　NCSL 報告書の基本スタンス：州政府の先導性の再確認

　NCSL 報告書はその序章で，「人種，民族，移民，富に関わらずアメリカの生徒達の間

の学力到達度の格差を埋める」というNCLB法の目的に賛意を示した上で，州＝連邦関

係における最も重要な論点として，州・地方政府のイニシアティブを以下のように強調し

ている（20）。

　州議会と地方の学校は（実質的に州政府の全体と地方政府レベルの学校区と教育現場とし

ての学校の全てを含むものと解釈できる：引用者），全ての生徒に対する教育の質を改善し，

学力到達度の格差（achievement gap）を埋めるために長年にわたり努力している。NCLB
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法は，国家レベル（the national level）から下された新たな目標をもたらすものではなく，

むしろ全米を通じて州と学校の教室の中で進行した努力を結晶化したものである。

　さらに同報告書の第 1章では，この教育改革の実験を連邦最高裁Brandeis 判事のいう

古典的な“laboratories of democracy”の概念に当てはまるものとして，「一つの州で導

入され，観察され，その他の州の特有のニーズに合うように修正されて採用された」と述

べて，以下のように続けている（21）。

　これは，スタンダードに基づく改革への移行と，K‒12 スクール（キンダーガーデンから

高校まで：引用者）の公正で適切な財源調達のメカニズムをみつける努力を促進した。2001

年 12 月に連邦議会を通過したNCLB法は，これまでの州改革の多くを単一の連邦政策の中

に包含しようとし，それが初等中等教育の運営における連邦政府の役割の相当な拡大をもた

らした。

　すなわち，NCLB法自体が全米各地での様々な公教育改革の成果を受けて，全米に統

一的に適用する枠組みを連邦法として制定したものである。前節で検討したように，同法

は，公教育における生徒の学力向上に関する成果評価と説明責任を州政府に強く求めたの

であり，その成果評価を実質的なものとするために，従来よりも連邦政府からの規律付け

が強化された。しかしそれが，同法の創設基盤となる各州政府が既に取り組んでいた多様

な改革の試みと矛盾するという側面が現れたので，その矛盾を緩和する，あるいは解消の

方策を模索するためにNCLS によって特別委員会が設置され，この報告書が提示された

というのである。

（2）　NCSL 報告書第 1章における州＝連邦関係の大枠の検討

　NCSL 報告書は，法的観点からNCLB法の合憲性と公教育における州政府と連邦政府

の役割に関する規範的な検討を行い，公教育政策における連邦政府の過度な介入を排して，

州政府の権限と多様性を尊重する形でのNCLB法の改正を求めている。その論旨を先に

示しておくと，第 1に，合衆国憲法の修正第 10 条（10 th Amendment）と支出条項のい

ずれからみてもNCLB法の連邦政府の運営は違憲であると主張している。原則的には，

修正第 10 条に基づけば，公教育は州政府に権限が留保された政策分野であり，連邦政府

には何ら憲法上で明示された権限はない。だがこの修正第 10 条の制約を克服して連邦補
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助金を通じた連邦政府の関与を可能とする仕組みとして，合衆国憲法第 1編 8節 1項の支

出条項による根拠づけ（支出権限）があり，修正第 10 条よりも支出権限の方が優越して，

連邦補助金が実施されているという現実がある。しかしNCLB法の連邦補助金が合衆国

憲法の支出条項に憲法上の基盤を置くとしても，司法が示した支出条項の下での権限行使

として認められるための条件を満たしていないために違憲であるとしている。

　そこで，第 2に現実的な解決策として，同報告書では，連邦補助金の交付要件の明確化

と，NCLB法への不参加を決めた州に対する財政的ペナルティの削減を求めている。そ

してNCLB法には，州権や州・地方政府の多様な政策を尊重する制度的枠組み，具体的

にはウェイバー規定と無財源マンデイトの禁止規定が組み込まれていることから，それら

の規定を尊重することを連邦政府に求めている。

　したがって，同報告書の実質的な意図はNCLB法を憲法違反として無効にすることで

はなく，後者の現実的な改善策を強く求めるために，前者の憲法の次元の原則論を前面に

押し出していると解釈できる。言い換えれば，後者の現実的な改善策を実施しない場合に

は，前者の原則的な次元における違憲状態に陥るという論理構成であろう。

　本稿では，アメリカの分権システムに関する前者の原則的な次元の論理をもう少し立ち

入って紹介していきたい。

（2）‒1　合衆国憲法修正第 10 条と支出権限

　まず州政府と連邦議会の権限については合衆国憲法の修正第 10 条において，「この憲法

によって合衆国に委任されていない権限で，またこの憲法によって州に対し禁止されてい

ない権限は，それぞれの州または国民に留保される」とされている（22）。

　そして，合衆国憲法第 1編第 1節では，連邦議会は「（合衆国）憲法によって付与され

る立法権」だけが与えられるとされ（23），かつ，合衆国憲法では公教育に関して言及され

ていないことなどから，公教育に関する権限は州政府にあると歴史的に解釈されてき

た（24）。

　しかし 20 世紀後半になると，憲法の司法解釈を通じて，連邦政府が関与する政策対象

が拡大してきた。この連邦議会の権限拡大に主として用いられたのが，必要適切条項や州

際通商条項，課税・支出条項である。これらのうち連邦補助金と関係するのが課税・支出

条項であり，NCSL 報告書でも「教育における連邦政府の役割の拡大に対する司法上の正

当化の根拠は，主に支出条項」であったとしている（25）。

　連邦政府の支出権限を根拠づけるのが，合衆国憲法第 1編 8節 1項である。同項では，

「連邦議会は，合衆国の債務の弁済と，共同の防衛および一般の福祉を提供するために，

租税，関税，輸入税および消費税を賦課徴収するための権限を持つ」としており（26），連
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邦議会の課税権限と同時に，債務の弁済と防衛と一般の福祉に対する連邦議会の支出権限

を根拠付けている。

　ただし支出権限によって関与が認められたとしても，連邦政府はこれらの分野で直接的

な規制や統制をすることはできず，連邦資金の供与を通じて間接的に州政府等の活動に関

与することしかできないとされている（27）。しかし連邦政府が連邦補助金を交付するに当

たっては，その政策意図に沿って連邦補助金が使用されることを担保するために受け手の

側が順守すべき要件を付すことは認められている（28）。NCLB法を含めて，連邦政府の初

等中等教育法に基づく連邦補助金プログラムもこの支出権限に基づく連邦補助金であり，

それを受け取る州政府には連邦政府が課す要件を遵守することが求められる。

　このように，修正第 10 条による制約が存在するにもかかわらず，支出権限によって連

邦政府の役割が拡大してきたことについて，NCSL 報告書は次のように述べている（29）。

　多くの憲法学者が，修正第 10 条よりも，連邦議会の支出権限のほうが優越するとしてお

り，支出権限が連邦政府にとって憲法問題を回避するための手段となっている。

　ただし，支出権限の乱用によって州権が脅かされないように，連邦議会による支出権限

の行使に対しては，一定の制約が司法判断を通じて課されてきた。同報告書ではその代表

的なものとして，1987 年 South Dakota vs. Dole判決において最高裁判所が示した（30），

連邦補助金プログラムが支出権限に基づくと判断されるための条件を取り上げている（31）。

具体的には，第 1に，それが「一般の福祉（general welfare）」を促進するものであり，

第 2に，特定の全米プロジェクトやプログラムにおいて連邦の利益（federal interest）に

密接に結びついていること，第 3に，他の憲法規定によって禁止されておらず，第 4に，

州政府に対して連邦補助金の交付要件が曖昧であってはならないこと，そして第 5に，財

政的誘因であって強制ではないこと，である。

　NCSL 報告書は，NCLB法に対して，South Dakota vs. Dole判決のこれらの条件のう

ち，第 3，第 4，第 5の条件を侵害していると主張している（32）。まず第 3の条件について

は，NCSL 報告書では，NCLB法は修正第 10 条に反しているためと述べられているが，

この論点については記述が明確ではないので，とりあえず，公教育の権限は州政府にあり，

連邦政府にはない，という原則を強調して再確認することが目的であろうと解釈しておき

たい。

　次に第 4の条件に関する記述は明快であり，以下のような連邦教育省によるNCLB法

の初期の運用の不適切さが，この条件が満たされない状況をもたらしたと主張してい

る（33）。
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　（NCLB法の執行に当たり，：引用者）州政府と連邦教育省との間の交渉期間の長期化や

連邦教育省のガイドラインの変更に伴う継続的な州計画の修正，（州政府の：引用者）計画

修正の申請に対する（連邦教育省の：引用者）一貫性のない承認など，NCLB法の実施に

当たって信頼できる前例や公示が欠如しており，これらは同法の「連邦補助金の交付要件が

不明確である」ことの大きな証左である。

　続いて第 5の条件についても，同報告書は，以下の理由からNCLB法が「誘因と強制

の間のラインを超え」ているとした（34）。

　連邦当局者が，NCLB法に参加しないことは，NCLB法によって州政府が入手できる追

加資金のみならず，州政府がNCLB法以前から受けていた数千万ドル（の連邦補助金：引

用者）をも危うくするであろうと言及した。見合う資金の増加を行わずにその（Title I プ

ログラムの対象：引用者）範囲を拡大する一方で，連邦政府がTitle I プログラムへの不参

加に対する危険度（stakes）を増加させているという事実は，州政府と連邦政府の間に強制

的な関係を創り出す。

　この連邦補助金プログラムに不参加を選択した場合のコストの問題については，同報告

書の第 6章でも改めて取り上げられている。この問題が取り沙汰されることになった当時

の状況と州政府や連邦政府の主張をもう少し検討しておこう。

　当時，NCLB法に対する強い反対を示した州の一つにユタ州があった。ユタ州がTitle

I 連邦補助金を拒否する意思を示したことに対して，2004 年 2 月 6 日に連邦教育省の副長

官が，ユタ州の Superintendent である Steven Laing に宛てた返答の中で，同州による

「Title I 資金の拒否は，その他のプログラムに対して深刻な結果をもたらすであろう」と

述べ，「technology，safe and drug‒free schools や after school programs や，literacy

programs for parents や comprehensive school reform といった（NCLB法とは：引用者）

関係のないプログラム」に対する連邦補助金の削減が示されたとしている（35）。

　（連邦教育省の副長官の手紙では，：引用者）ユタ州がアカウンタビリティとスタンダード

を統合した既存の州システムを維持した場合には，純額として，43 百万ドルのTitle I 資金

の喪失と，その約 2倍の額を他の定式補助金とカテゴリカル補助金において喪失するとされ

た。

　そして連邦教育省は，他の連邦補助金プログラムにはTitle I の算定式が援用されてい

るために，Title I の喪失によってそれらの他の連邦補助金の算定が不可能になるとして，
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「州政府はTitle I の定式を用いる全ての連邦補助金を失うことになる」と強く主張したと

いう（36）。

　同報告書では，連邦補助金プログラムへの不参加に対するペナルティをより大きなもの

とするこの連邦教育省の解釈を不適切なものとした上で，「不参加に対する危険度を大き

く増加させることによって，NCLB法は，all‒or‒nothing の連邦マンデイトとして機能す

る one‒way partnership に変化した」と批判し，もはや「強制」となっているとする。

そして，同法の本来の趣旨から解釈すれば，より柔軟な形で州政府に参加の自由度が与え

られるべきと主張するのである。

　以上をまとめるとNCSL 報告書の論旨は次のようになる。アメリカでは，支出権限の

下で認められる連邦補助金プログラムは，連邦政府と州政府との間の任意な関係の下にあ

るとみなされており，州政府は，連邦政府が提示する交付要件を踏まえたうえで連邦補助

金を受け取るか否かを判断し，連邦補助金を受け取るのであれば，連邦政府が定める交付

要件を守ることが求められる。ただし，その連邦政府による要件が正当なものとみなされ

るためには一定の条件を満たしている必要があり，それを連邦政府の支出権限に関して示

したのが，上述の South Dakota vs. Dole判決の条件である。このようなアメリカの連邦

補助金の位置づけは，同報告書の以下の記述にもよくあらわれている（37）。

　連邦補助金に関わるあらゆる要件は，明確に述べられなければならず，かつ，連邦政府側

の強制的な行動が一切伴わないことで，州政府は，その（連邦補助金を受け取ることで生じ

る：引用者）帰結を十分に認識して承知をした上で，（連邦：引用者）資金を受け入れるか否

かを決定することができる。

（2）‒2　州イノベーションへの悪影響

　州政府側が連邦政府の補助金の交付要件の緩和を求める根拠には，NCLB法のルール

を全ての州に画一的に適用することによって，先進的で高い成果を出している州の教育改

革を劣化させるという現実的な問題も存在している。たとえば，同報告書では「ケンタッ

キー州とノースカロライナ州のより洗練された（そして正確な）Value Added Assess-

ment Systems（引用者：教育成果を生徒の学力到達度の成長度合いによって測る手法）

が，NCLB法の下では認められなかった」ことがあげられている（38）。そしてさらに，

NCLB法の硬直的な運用が「フェデラリズムの第 1の利益」である州政府の政策イノベ

ーションに与える阻害的な影響について，この特別委員会が各地で開いたヒアリングで得

た意見などを例に挙げながら懸念が示されている（39）。
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　（同作業部会のヒアリングで以下のような発言があった。：引用者）「NCLB法のマンデイ

トはまた，カリフォルニア州やフロリダ州といった州の従前のアカウンタビリティ・システ

ムと激しく衝突し，学校がどの程度うまくいっているのか，何が十分な成績（adequate

performance）の構成要素となるのか，について大きな混乱を生み出している。どの学校や

どの児童が何に対する適格性を持つのか，州政府と連邦政府の成果評価の食い違いをどのよ

うに解釈するのかについて，親も教育者もはっきりわかっていない。ミシガン州のような州

において，その混乱は深くなっている。ミシガン州では，AYPを達成し損ねたことに伴う

ペナルティが，同州がNCLB法以前の期間に考案してきたものと比べて，学習内容等の州

スタンダードの低下やアカウンタビリティ・システムの弱体化をもたらしている。」

　そしてさらに，専門家等の研究にも依拠しながら，NCLB法が「意図せざる結果」と

して，教育に関する地方自治の弱体化や，NCLB法の目的と反する結果の招来（学習内

容等の州スタンダードの低下など）をもたらしていることを主張したうえで（40），Hoover

Institution の研究から以下の文言を引用しながら（41），州政府側の意見を示すのである。

　
　何をもってAYPを達成したとするのかについて，全米的な合意形成に至るまで，州政府

は実験を続けることを許されるべきである。時機を逸せずに早く改善をしたいという（教育

改革：引用者）システムの創設への（連邦政府の：引用者）強い要求については我々も理解す

るが，短気は悪い（連邦政府の：引用者）教育政策を正当化しえるものではない。

　NCSL 報告書の意図は，成果を性急に求めるために州・地方政府の裁量性を束縛するよ

うな連邦教育省によるNCLB法の運用に対する批判であり，それぞれの州における多様

な政策実験を積み重ねるような形の教育改革を求めるものであったといえよう。

　実際には，このNCSL の特別委員会がこの報告書の作成に向けた作業を進めていた時

期に，連邦政府側もすでに 2004 年のブッシュ（子）大統領演説にあるように，同じ方向

に進み始めていた。

（2）‒3　NCLB法のウェイバー規定と無財源マンデイト規定

　NCSL の特別委員会は，上述のようにNCLB法の違憲的な運用状態を改める方法とし

て，同法に内蔵されているウェイバー規定と無財源マンデイト規定を連邦教育省が尊重し，

活用することを求めている（42）。

　NCLB法には，フェデラリズム上の不均衡をただす 2つの仕組みがすでに組み込まれて

いる。一つ目は，連邦教育省長官へのウェイバー権限の付与であり，同法の目的を満たすた
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めに，より大きな自由度を州政府に与える機会を作り出している。2つ目は，同法への最も

幅広い不満の一つである，無財源マンデイト問題への対策である。

　前者のウェイバー権限については，NCLB法のTitle IX，Part D；Section 9401 で規定

されており，同法で授権されたプログラムの下で連邦資金を受け，かつ同法の規定に従っ

て，州・地方の教育当局や地方教育機関がウェイバーを申請する場合に，同法の任意の法

令や規制の要件を免除する権限が連邦教育省長官に与えられている。このNCLB法のウ

ェイバー権限を活用することを同報告書は求めているのである（43）。そして，「連邦政府に

とって，ウェイバー権限の適切な使用によって，NCLB法の法文を改正するまでもなく，

（違憲にならないように：引用者）適切な政策運営」が可能になると述べている（44）。

　以上みてきたように，同報告書からはまず，アメリカ社会の多様性を否定する方向で

NCLB法の連邦政府の要件が規定・運用されたことに対する州政府の側の拒否反応の表

れが，合衆国憲法の修正第 10 条を根拠とした，教育分野における州政府の側の優越性の

再確認であったと読める。その根本を再確認したうえで，連邦教育補助金の必要性を認め

るための「迂回の論理」を考え出した連邦裁判決を取り上げ，その論理を構成する条件に

言及している。すなわち，テキサス・モデルも含めた多様な各州の改革の併存，並立を正

当化するために，これらの州＝連邦関係や連邦補助金にかかわる憲法論議を取り上げてい

る。そのうえで，現実的な解決策として，NCBL法にも織り込まれているウェイバー権

限の活用によって，各州における多様な改革を柔軟に取り込む形の運用を，連邦教育省に

求めたといえよう。

4．今後の課題

　NCSL 報告書が作成されたのは，本稿第 1節の連邦議会公聴会の検討の中でみた，

NCLB案における州・地方レベルの柔軟性の拡大策の位置づけについて，連邦下院の委

員長と Paige 長官の間にあったニュアンスの違いが，NCLB法が運用されはじめると顕在

化するという状況の下であった。それぞれの州には多様な価値観があり，また利害関係も

一様ではないにもかかわらず，それらの州が全米的に団結するほどに，連邦教育省の画一

的な運用に対するストレスが高まったとみることもできよう。

　そして同報告書で述べられる基本的な憲法論や州権を尊重する論理は，多種多様な州と
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地域から成るアメリカの連邦システムの礎をなすものであり，それぞれの州と地域の多様

性を可能としながらも一つの国としてまとまるための基盤といえよう。したがって，ここ

で州側が示すスタンスは，おそらく教育分野に限られたものではなく，内政分野一般に対

する州レベルの基本スタンスと考えられる。

　このような視角から本稿ではこのNCSL 報告書の第 1章における州＝連邦関係の論理

を検討した。次の課題として，同報告書が柔軟な運営のための最も重要な政策手段とする

ウェイバーについて検討することにしたい。
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